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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当行は、行是「堅実経営」のもと、継続的な成長による企業価値の向上を通して、効率性と健全性に優れた信頼される銀行をめざすため、良質
なコーポレート・ガバナンスの確立を重要な経営課題の一つとして位置づけております。

　当行は、複数の社外取締役を含めた取締役会による実効性の高い監督機能を確保するとともに、権限委譲により意思決定と業務執行の機動
性・戦略性を実現するため、監査等委員会設置会社を選択し、次の体制を構築しております。

・取締役会は、実務に精通した社内取締役（監査等委員である取締役を除く）８名、監査等委員である取締役７名（うち社外取締役５名）で構成され
ております。

・監査等委員である取締役７名は、取締役会の議決権を有しており、取締役の選解任議案の決定や業務執行の意思決定全般（取締役に決定が
委任されたものを除く）に関与することで、監査・監督機能の強化を図っております。

・代表取締役、取締役および執行役員の指名、報酬等にかかる取締役会の機能強化を目的に、取締役会の諮問機関として、委員の過半数を社
外取締役で構成するアドバイザリー委員会を設置しております。

　 当行ではコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方や枠組みを定め、行動の指針とするため「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定し

ております。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン　 http://www.awabank.co.jp/policy/governance/）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当行は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、全てを実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】

　当行における政策保有に関する基本方針、政策保有株式に係る議決権の行使基準に関しましては、当行ホームページにて公表しております
「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第７条（株式の政策保有および政策保有株式に係る議決権行使に関する基本方針）に掲載しております
ので、ご参照ください。なお、当行では、個別の政策保有株式について、投資リターンと保有リスクを資本コスト等の観点から定期的に精査を行
い、中長期的な経済合理性や保有意義も踏まえ保有適否等を検証しております。

　検証の結果、保有に見合った価値が認められないと判断した場合には、投資先企業と十分な対話を行い、理解を得たうえで、縮減を進めること
を基本方針としております。

【原則１－７】

　当行では当行や株主の利益に反する、あるいはそうした懸念を惹起することのないよう適切な手続きを定めております。当行ホームページにて
公表しております「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第16条（関連当事者間の取引）に掲載しておりますので、ご参照ください。

【原則２－６】

　当行では、阿波銀行企業年金基金において、当行とグループ会社の企業年金の積立金の運用を行っております。企業年金の積立金の運用が
従業員の安定的な資産形成だけでなく、当行の財政状態に影響を与える場合もあることを踏まえ、基金事務局に資産運用管理等に関する専門性
を有する人材を配置するとともに、運用経験のあるメンバーで構成される資産運用委員会を適宜開催しております。また、健全な年金制度運営を
維持し、運用目標を達成するための資産構成割合を策定しており、定期的にモニタリングを実施し、結果については経営陣に報告するとともに、従
業員にも開示を行っています。さらに、当基金の運用委託先は全て、日本版スチュワードシップ・コードを受け入れており、議決権行使の判断は運
用委託機関に委ねられています。

【原則３－１】

（１）当行では行是・経営方針や経営計画を策定し公表しております。詳細は当行ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

行是・経営方針（http://www.awabank.co.jp/about/about/kouze/）

経営計画（http://www.awabank.co.jp/about/top/keikaku/）

（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、本報告書「１．基本的な考え方」および当行ホームページにて公表
しております「コーポレートガバナンス・ガイドライン」に掲載しておりますので、ご参照ください。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）の報酬を決定するにあたっての方針と手続きについて
は、当行ホームページにて公表しております「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第18条（取締役の報酬等）に掲載しておりますので、ご参照
ください。

　また、アドバイザリー委員会は取締役および執行役員の報酬等の総枠ならびに取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）およ
び執行役員の個人別の報酬等の内容を協議し、委員長が取締役会に報告します。取締役会はアドバイザリー委員会の協議結果を尊重し、個々
の報酬を決定することとしています。

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うにあたっての方針と手続きについては、当行ホームページにて公表しております
「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第17条（取締役の選任および指名手続）に掲載しておりますので、ご参照ください。

　また、アドバイザリー委員会は経営陣幹部の選定および解職にかかる事項、取締役の選任および解任にかかる事項、執行役員の選任および解
任にかかる事項について協議し、委員長が取締役会に報告します。取締役会はアドバイザリー委員会の協議結果を尊重し、株主総会に付議する
取締役選任議案を決定することとしています。

（５）取締役候補者の選任理由については、当行ホームページにて公表しております「定時株主総会招集ご通知」に掲載しておりますので、ご参照
ください。なお、2020年６月26日に開催された第208期定時株主総会において、いずれの候補者についても選任されました。

（定時株主総会招集ご通知 http://www.awabank.co.jp/about/ir/meeting/）



【補充原則４－１－１】

　当行では取締役会の経営陣に対する委任の範囲につきましては、規程において明確に定めており、その概要につきましては、当行ホームペー
ジにて公表しております「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第９条２項（取締役会の役割・責務）に掲載しておりますので、ご参照ください。

【補充原則４－１－３】

　当行は、取締役頭取の選解任プロセスの透明性を確保するため、サクセッションプランを策定しています。サクセッションプランの概要は以下のと
おりです。

○取締役頭取に求められる人材要件

・阿波銀行の「行是」「経営方針」に定められた経営理念に沿った価値観を有し、これを実践できる。

・銀行の公共性に鑑み、能力・経験等の資質面での適合性に優れるだけでなく、人格・識見・交友関係等の適切性とともに、高い倫理観を有してい
る者でなければならない。

・上記に加え、取締役頭取の選任にあたっては、地域金融機関を取り巻く経営環境の変化、当行グループ戦略の方向性等を踏まえ、考慮すべき
資質や能力等につきアドバイザリー委員会において検討を行う。

○取締役頭取後継者候補の育成

　後継者候補には必要な研修の機会を計画的に提供し、評価および育成状況については、アドバイザリー委員会において定期的に報告がなされ
るほか、同委員会委員による候補者の人物把握が行える態勢とする。

○取締役頭取の選任プロセス

　現頭取が次期頭取候補者の推薦を行い、求められる人材要件や育成状況等を踏まえ、アドバイザリー委員会で協議のうえ、取締役会で決定す
る。

○取締役頭取の解任プロセス

　現頭取以外のアドバイザリー委員会委員は、現頭取に対し解任に関する議論が必要と判断した場合には、同委員会を招集し協議する。この協
議結果を受け、取締役会が決定する。

【原則４－８】

　当行ホームページにて公表しております「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第10条２項（取締役会の構成）に掲載のとおり、当行では取締
役会の助言や監督機能強化を図る目的で、社外取締役を５名（うち独立社外取締役を４名）選任しております。

【原則４－９】

　当行の社外役員については、金融商品取引所が定める独立性基準を踏まえ、当行が定める「独立性判断基準」により選定しております。当行が
定める「独立性判断基準」につきましては、当行ホームページにて公表しております「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第19条（独立性判断
基準）に掲載しておりますので、ご参照ください。

【補充原則４－１１－１】

　取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方につきましては、当行ホームページにて公表しております「コーポ
レートガバナンス・ガイドライン」の第10条（取締役会の構成）に掲載しておりますので、ご参照ください。

【補充原則４－１１－２】

　取締役の重要な兼職の状況につきましては、当行ホームページにおいて公表しております「定時株主総会招集ご通知」の添付書類「事業報告」、
「株主総会参考書類」にて開示しておりますのでご参照ください。

【補充原則４－１１－３】

　当行は、取締役会の機能を向上させ、ひいては企業価値を高めることを目的として、取締役会の実効性につき、自己評価・分析を実施しておりま
す。 自己評価・分析につきましては、外部機関の助言を得ながら以下の方法で行い、 2020年４月に取締役会の構成員であるすべての取締役を

対象にアンケートを実施しました。回答方法は外部機関に直接回答することで匿名性を確保し、外部機関からの集計結果の報告を踏まえたうえ
で、2020年６月の取締役会において、分析・議論・評価を行いました。その結果の概要は以下のとおりです。

　アンケートの回答からは、質疑は活発に行われているほか、社外取締役が意見を出しやすい配慮がなされている等、おおむね良好な評価が得
られており、取締役会全体の実効性については確保されていると認識いたしております。 前回実施した実効性評価では、資料や説明の簡素化、

社外役員トレーニングの希望、後継者計画の具体化等の課題について認識が共有されたところですが、前回以降、取締役会開催前の質疑応答
機会の確保やサクセッションプランの策定等に取組み、その結果は着実に現れていると認識しております。 一方で資料の事前配布の徹底や、議

案説明および資料における論点の明確化、社外役員トレーニングの希望などの意見が出され、取締役会の機能の更なる向上、議論の活発化に
向けた課題についても共有いたしました。 今後、当行の取締役会では本実効性評価を踏まえ、課題について十分な検討を行ったうえで迅速に対

応し、取締役会の機能を高める取組みを継続的に進めてまいります。

【補充原則４－１４－２】

　取締役に対するトレーニングの方針につきましては、当行ホームページにて公表しております「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第20条
（取締役の支援体制・トレーニング）に掲載しておりますので、ご参照ください。

【原則５－１】

　株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針につきましては、当行ホームページにて公表しております「コーポレート
ガバナンス・ガイドライン」の第６条２項（株主との対話）に掲載しておりますので、ご参照ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社大塚製薬工場 1,585,200 3.73

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,514,300 3.57

阿波銀行従業員持株会 1,257,214 2.96

日本生命保険相互会社 1,140,413 2.68

明治安田生命保険相互会社 1,140,033 2.68

大塚製薬株式会社 932,200 2.19

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 893,100 2.10

大昭興業株式会社 833,823 1.96

日亜化学工業株式会社 803,183 1.89

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 750,120 1.76



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 15 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

園木　宏 公認会計士 △

米林　彰 公認会計士 △

荒木　光二郎 その他 ○

藤井　宏史 学者

野田　聖子 弁護士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

園木　宏 ○ ○
当行の会計監査人であるあずさ監査法人
（現有限責任あずさ監査法人）に2009年６
月まで在籍しておりました。

公認会計士としての豊富な上場企業等の監査
経験と会計に関する高い知見を当行の経営に
活かしていただくとともに、独立性の高い立場
から経営の監視を行い、当行の取締役会の透
明性向上に貢献いただくため、社外取締役に
選任するものであります。また、当行およびグ
ループ会社等との間に利害関係がなく、一般株
主と利益相反が生じるおそれがあるとして取引
所が示した基準に該当していないことから、独
立役員に指定いたしました。



米林　彰 ○ ○
当行の会計監査人である有限責任あずさ
監査法人に2014年６月まで在籍しており
ました。

公認会計士としての豊富な上場企業等の監査
経験と会計に関する高い知見を当行の経営に
活かしていただくとともに、独立性の高い立場
から経営の監視を行い、当行の取締役会の透
明性向上に貢献いただくため、社外取締役に
選任するものであります。また、当行およびグ
ループ会社等との間に利害関係がなく、一般株
主と利益相反が生じるおそれがあるとして取引
所が示した基準に該当していないことから、独
立役員に指定いたしました。

荒木　光二郎 ○ 　

公益財団法人徳島経済研究所専務理事
当行は同法人に対し、地域経済・産業動
向に関する調査研究等の支援を目的に寄
付を行っております。

地域経済・金融に関する高い識見ならびに金
融界での幅広い経験を有しており、こうした知
見や経験を活かし、経営の監視を行い、当行
の取締役会の透明性向上に貢献いただくた
め、社外取締役に選任するものであります。

藤井　宏史 ○ ○ -

学識経験者として専門的な知識と経験を有して
おり、独立性の高い立場から経営の監視を行
い、当行の取締役会の透明性向上に貢献いた
だくため、社外取締役に選任するものでありま
す。また、当行およびグループ会社等との間に
利害関係がなく、一般株主と利益相反が生じる
おそれがあるとして取引所が示した基準に該
当していないことから、独立役員に指定いたし
ました。

野田　聖子 ○ ○
当行行員として1992年12月まで在籍して
おりました。

弁護士としての豊富な法律知識と経験を当行
の経営に活かしていただくとともに、独立性の
高い立場から経営の監視を行い、当行の取締
役会の透明性向上に貢献いただくため、社外
取締役に選任するものであります。また、当行
およびグループ会社等との間に利害関係がな
く、一般株主と利益相反が生じるおそれがある
として取引所が示した基準に該当していないこ
とから、独立役員に指定いたしました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 7 2 2 5 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　当行は、監査等委員会の職務を補助する部署として、監査等委員会室を設置しており、専任の職員を１名以上配置しております。当該職員は監
査等委員会の指示に従い、その職務を行うこととしております。

　なお、当該職員の任命・異動については、監査等委員会と事前に協議の上で行い、人事考課については、常勤監査等委員が行うこととしており
ます。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会は、会計監査人から年度ごとの監査計画の内容について説明を聴取するほか、定期的に、監査実施状況と監査結果について説
明を聴取し相互の情報・意見交換を行っております。また、会計方針や会計基準の変更等についても会計監査人の意見を求めるなど連携を図っ
ております。

　また、内部監査部門である監査部とも定期的に協議を行い、情報・意見交換を行うほか、監査等委員の実査に際し内部監査部門の内容を聴取
し、監査等委員会による監査に活用するなど、連携により監査の実効性の向上に努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり



任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

アドバイザリー委員
会

8 0 3 5 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

アドバイザリー委員
会

8 0 3 5 0 0
社内取
締役

補足説明

　当行は、代表取締役、取締役および執行役員の指名、報酬等にかかる取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的に、
取締役会の諮問機関として、委員の過半数を社外取締役で構成する「アドバイザリー委員会」を設置し、一層のコーポレート・ガバナンスの強化を
図っております。なお、委員長につきましては頭取が務めております。なお、2019年度につきましては４回開催いたしました。

【アドバイザリー委員会の主な協議事項】

１．取締役の選任および解任に関する株主総会議案にかかる事項

２．代表取締役および役付取締役の選定および解職にかかる事項

３．執行役員の選任および解任にかかる事項

４．後継者計画にかかる事項

５．取締役および執行役員の報酬等の総枠ならびに取締役（但し、監査等委員を除く）および執行役員の個人別の報酬等の内容

６．その他、経営に関する重要事項としてアドバイザリー委員会が必要と認めた事項

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　当行における社外取締役の独立性に関する基準は以下のとおりとなっております。

　当行における社外取締役が独立性を有すると判断するためには、当行が上場する金融商品取引所が定める独立性の要件を充足するとともに、
現在または最近（※１）において、以下の要件の全てに該当しないことが必要である。

（１）当行を主要な取引先（※２）とする者、またはその者が法人等である場合は、その業務執行者

（２）当行の主要な取引先（※２）、またはその者が法人等である場合は、その業務執行者

（３）当行から役員報酬以外に、多額の金銭その他の財産（※３）を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家

（４）当行から多額の金銭その他の財産（※３）を得ている法律事務所、会計事務所、コンサルティング会社等の社員等

（５）当行から多額の寄付等（※４）を受ける者、またはその者が法人等である場合は、その業務執行者

（６）当行の主要株主、またはその者が法人等である場合は、その業務執行者

（７）次に掲げる者（重要（※５）でない者は除く）の近親者（※６）

　　 ・　上記（１）～（６）に該当する者

　　 ・　当行またはその子会社の取締役、監査役、執行役員および重要な使用人

※１「最近」の定義

実質的に現在と同視できるような場合をいい、例えば、社外取締役として選任する株主総会の議案の内容が決定された時点において該当してい
た場合等を含む

※２「主要な取引先」の定義

・当行を主要な取引先とする者：当該者の連結売上高に占める当行宛売上高の割合が２％を超える場合

・当行の主要な取引先：当行の連結総資産の１％を超える貸付を当行が行っている場合

※３「多額の金銭その他の財産」の定義

当行から、当行の連結経常収益の０．５％を超える金銭その他の財産を得ている場合

※４「多額の寄付等」の定義

過去３年平均で、年間１０百万円以上

※５「重要」である者の例

当行の役員・部長クラスの者

※６「近親者」の定義

配偶者または二親等以内の親族

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明



　当行は、退職慰労金制度を廃止し、2019年３月期より業績連動型の株式報酬制度を導入しております。

　当行の取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）の報酬につきましては、毎月の金銭報酬、賞与および退任時に株式を交付
する株式報酬で構成され、健全かつ持続的な成長による企業価値向上への意志を明確にするため、一定の算式によって毎期の業績（連結コア業
務純益、連結当期純利益）に連動させております。取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）個々の報酬につきましては、株主
総会において決議された報酬等の額の範囲内において、役位毎に定められたポイントを基準として、アドバイザリー委員会にて協議のうえ、取締
役会において決定しております。なお、取締役会はその決定に際して、アドバイザリー委員会の協議結果を尊重することとしております。

　また、社外取締役および監査等委員である取締役の報酬につきましては、経営監督機能の強化を図る観点から、その職務に鑑み定額とし、株
主総会において決議された報酬等の額の範囲内において、個々の責務および役割の内容を勘案し、監査等委員である取締役の協議により定め
ております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　有価証券報告書においては、取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）、監査等委員（社外取締役を除く）および社外役員の別に、事業報告
においては、取締役（監査等委員を除く）、取締役（監査等委員）および社外役員の別に各々の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当行は、退職慰労金制度を廃止し、2019年３月期より業績連動型の株式報酬制度を導入しております。

　当行の取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）の報酬につきましては、毎月の金銭報酬、賞与および退任時に株式を交付
する株式報酬で構成され、健全かつ持続的な成長による企業価値向上への意志を明確にするため、一定の算式によって毎期の業績（連結コア業
務純益、連結当期純利益）に連動させております。取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）個々の報酬につきましては、株主
総会において決議された報酬等の額の範囲内において、役位毎に定められたポイントを基準として、アドバイザリー委員会にて協議のうえ、取締
役会において決定しております。なお、取締役会はその決定に際して、アドバイザリー委員会の協議結果を尊重することとしております。

　また、社外取締役および監査等委員である取締役の報酬につきましては、経営監督機能の強化を図る観点から、その職務に鑑み定額とし、株
主総会において決議された報酬等の額の範囲内において、個々の責務および役割の内容を勘案し、監査等委員である取締役の協議により定め
ております。

　また、2018年６月26日開催の定時株主総会で決議された報酬限度額（年額、賞与を含む）は、取締役（監査等委員である取締役を除く）が350百
万円、監査等委員である取締役が100百万円となっております。

　なお、当事業年度において当行および連結子会社の役員としての報酬額が１億円以上の者の該当はありません。

取締役に支払った報酬等　

　取締役（監査等委員を除く）　　 276百万円

　取締役（監査等委員）　　　　　 　 75百万円

　　　うち報酬以外（賞与、株式報酬）の金額

　　　取締役（監査等委員を除く） 賞与71百万円、株式報酬63百万円

　（注）１．上記の報酬等のほか、取締役を兼務していない執行役員の報酬等は、以下のとおりであります。

　　　　　　報酬等119百万円(うち賞与31百万円、株式報酬22百万円)

【社外取締役のサポート体制】

　監査等委員である社外取締役を補佐する体制として、監査等委員会室を設置しており、専任の職員を１名以上配置することで、監査等委員であ
る社外取締役の業務に必要なサポートを行っております。

　また、監査等委員である社外取締役の監督機能充実のため、行内会議資料のタブレット端末による閲覧可能な体制の構築、取締役会開催前に
経営統括部より取締役会議案について詳細な事前説明を実施しているほか、代表取締役との定期会合等への参加を通してサポートを行う体制と
しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等



氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

西宮　映二 相談役
財界活動および地域・社会への貢
献活動に従事

非常勤・報酬有 2017/4/1 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

１．相談役は定款の定めにより、取締役会決議により選任いたします。

２．当行にとって重要な対外活動等、その職務に見合った報酬を支給しております。なお、勤務実態に合わせ、執務室・社用車・秘書の利用を許容
しております。

３．相談役は、経営のいかなる意思決定にも関与しておらず、経営陣による定期報告等も実施しておりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

業務執行の状況

　当行が設置している主な機関等の内容は次のとおりであります。

（取締役会）

　取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く）８名、監査等委員である取締役７名（うち社外取締役５名）で構成されております。

　会長を議長とし、経営方針やその他の重要な業務執行を決定するとともに、取締役の職務執行および執行役員の業務執行を監督しております。
原則として毎月１回開催しております。なお、2019年度につきましては14回開催いたしました。

　経営方針や業務執行に関する事項については常務会、内部統制全般に関する事項については経営管理委員会、ＡＬＭや統合リスク管理に関す
る事項についてはＡＬＭ委員会、四国アライアンスに関する事項については四国アライアンス推進委員会を経て付議されており、特に重要な事項
等については事前に経営会議に付議するなど、十分な協議が実施される体制となっております。

　なお、取締役会の諮問機関として、頭取を委員長とし委員の過半数を社外取締役で構成するアドバイザリー委員会を設置し、取締役の指名・報
酬等にかかる協議を実施しております。

（監査等委員会）

　監査等委員会は、監査等委員である取締役７名（うち社外取締役５名）で構成されております。

　原則として毎月１回開催し、監査等委員会規則に基づく協議ならびに監査等委員である取締役間の情報の共有に努めており、取締役会とともに
監督機能を担い、取締役の職務執行を監査します。

（常務会）

　常務会は、頭取、副頭取、専務取締役、常務取締役および本部担当部署を持つ取締役で構成され、頭取を議長とし、取締役会の定める経営の
基本方針に基づいて、経営に関する重要事項について協議・決定しております。原則として毎週１回開催しております。

（経営管理委員会）

　経営管理委員会は、頭取、副頭取、専務取締役、常務取締役および本部担当部署を持つ取締役で構成され、頭取を委員長とし、コンプライアン
ス、統合的リスク管理（統合リスク管理を除く）、内部監査等、内部統制全般に関する重要事項について協議・決定しております。原則として毎月１
回以上開催しております。

（ＡＬＭ委員会）

　ＡＬＭ委員会は、頭取、副頭取、専務取締役、常務取締役および本部担当部署を持つ取締役で構成され、頭取を委員長とし、ＡＬＭ、統合リスク
管理に関する重要事項について協議・決定しております。原則として毎月１回以上開催しております。

（四国アライアンス推進委員会）

　四国アライアンス推進委員会は、頭取、副頭取、専務取締役、常務取締役および本部担当部署を持つ取締役で構成され、頭取を委員長とし、四
国アライアンスに関する重要事項について協議・決定しております。原則として毎月１回以上開催しております。

（経営会議）

　経営会議は、頭取、副頭取、専務取締役、常務取締役、本部担当部署を持つ取締役および経営統括部長で構成され、頭取を議長とし、経営に
関する重要事項について各所管部署から説明を受け、協議・検討を行っております。必要に応じ、適宜開催しております。

（執行役員会）

　執行役員会は、全執行役員、使用人兼務取締役および経営統括部長で構成され、業務執行に関する協議を行っております。原則として毎月１
回開催しております。

　なお、株主総会において取締役を選任するための候補者を決定する際には、アドバイザリー委員会において、金融機関の公共性に鑑み、能力・
経験等の資質面での適合性の検討に加え、人格・識見・交友関係等の適切性について協議し、取締役会はアドバイザリー委員会の協議結果を尊
重したうえで、株主総会に付議する候補者の人選を実施しております。

　また、取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）の報酬等については、健全かつ持続的な成長による企業価値向上の意志を
明確にするため、一定の算式によって業績に連動させており、アドバイザリー委員会において、取締役および執行役員の報酬等の総枠ならびに取
締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）および執行役員の個人別の報酬等の内容について協議し、取締役会はアドバイザリー
委員会の協議結果を尊重したうえで、個々の報酬を決定しております。

監査・監督

　監査等委員会は、原則として毎月1回開催し、監査等委員会規則に基づく協議ならびに監査等委員である取締役間の情報の共有に努めており
ます。監査等委員である取締役は、取締役会における議決権を有しており、監査方針および監査計画に基づき取締役会をはじめとする重要な会
議への出席や業務および財産の状況調査等を通して、業務執行取締役の職務執行状況等の監査・監督を実施しております。

会計監査の状況

　会計監査人については、有限責任 あずさ監査法人を選任し、会計監査を受けております。

2019年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名および継続監査年数

　　 指定有限責任社員 業務執行社員：黒木 賢一郎（継続監査年数１年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 大橋 正紹 　 （継続監査年数３年）

・監査業務に係る補助者の構成

　　 公認会計士９名、その他12名



・責任限定契約

　当行では、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）がその期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役（業務執行取締役等であるもの
を除く）と当行との間で、当行への損害賠償責任を一定の範囲内に限定する契約を締結することができる旨、現行定款において定めております。
これに基づき取締役（業務執行取締役等であるものを除く）と当行との間に責任限定契約を締結しており、その概要は以下のとおりです。

　・任務を怠ったことによって当行に損害賠償責任を負う場合は、法令が定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

　・上記の責任限定契約が認められるのは、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ
重大な過失がないときに限るものとする。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当行は、監査等委員である取締役（複数の社外取締役を含む）に取締役会における議決権を付与し、監督機能およびコーポレート・ガバナンス
の強化を図るとともに、権限委譲により意思決定と業務執行の機動性・戦略性を実現することで、更なる企業価値の向上につなげるため、監査等
委員会設置会社を選択しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定より早期の発送を実施しております。

集中日を回避した株主総会の設定
徳島県における他の会社の株主総会開催日を勘案し、集中日を回避するよう努めており
ます。第208期定時株主総会につきましては、2020年６月26日に開催しました。

電磁的方法による議決権の行使
2016年３月期の定時株主総会より、電磁的方法による議決権の行使も可能としておりま
す。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2016年３月期の定時株主総会より、株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラット
フォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 当行ホームページに株主総会招集通知の英訳を掲載しております。

その他
株主総会の開催場所に映像スクリーンを設置し、営業の経過等を図表やグラフを用いて
判りやすく説明しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催

地域のお客さまや株主のみなさまが当行の経営内容を十分にご理解いただ

けるよう、2019年度は、当行の主要営業エリアである徳島市ほか徳島県内、関
西地区および関東地区で延８回の「お客さま決算説明会」を開催し、経営情報
の積極開示に努めております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家とのワン・オン・ワンミーティングを実施しております。 なし

IR資料のホームページ掲載 ホームページに決算短信やディスクロージャー誌等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営統括部がＩＲに関する業務を所轄しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

ステークホルダーの立場の尊重につきましては、当行ホームページにて公表しております
「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第８条（ステークホルダーとの関係）に掲載してい
るとおり、「取締役会は、当行の長期的な企業価値向上のために、当行の株主のみなら
ず、お客さま、取引先、地域社会、役職員、その他の様々なステークホルダーの利益を考
慮する。」と規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

地域貢献事業担当を設置し、地域の学術研究や文化活動のほか、福祉施設や団体などに
助成を行っております。また、無料ギャラリーを地域住民に開放し、芸術活動を支援してお
ります。阿波おどりなどの地域伝統行事や催し物に積極的に参加・協力しております。小学
生スポーツ大会や子ども金融教室を通じて青少年の育成を支援しております。夏・冬のエ
コスタイル(クールビズ・ウォームビズ)の全行実施のほか、行員による「吉野川」およびその
支流「穴吹川」の美化活動の継続実施による環境保全への取組みを行っております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ステークホルダーに対する情報提供につきましては、当行ホームページにて公表しており
ます「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第21条（情報開示と透明性）に掲載している
とおり、「当行は、全てのステークホルダーに対し、財政状態・経営成績等の財務情報や、
経営計画およびリスクやガバナンスに係る情報等の非財務情報について、法令に基づく開
示を適切に行うとともに、法令に基づく開示以外の情報提供にも主体的に取組み、正確、
公平かつ適切に開示する。」と規定しております。

その他

当行では、女性の活躍推進を図るため、仕事と家庭の両立に向けた職場環境の整備や女
性のキャリア形成支援についての取組みを進め、支店長を含む女性役付者の積極的な登
用を実施しております。

具体的な取組みとして、育児・介護休暇、フレックスタイム制度等の各種ワークライフ支援
制度の拡充を図ったほか、法人担当や企画業務など多様なセクションへの女性行員の配
置を進めております。

2020年３月末現在 役付者674名のうち女性役付者148名(21.9％)。なお、女性支店長につ

きましては、８名を登用しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

＜内部統制システム構築の基本方針＞

　当行は、「内部統制システム構築の基本方針」（注）を以下のとおり定める。本決議に基づく内部統制システムの構築は、当行の行是「堅実経営」
を具現するものであり、必要ある場合は速やかに見直すものとする。

　　（注）会社法第399条の13第2項に基づく「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

　　　　　並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制」をいう。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　　　（会社法第399条の13第1項第1号ハおよび会社法施行規則第110条の4第2項第4号）

（１）全役職員に法令・定款の遵守を徹底するため、「コンプライアンス基本方針」を定め、リスク統括部を統括部門とするコンプライアンス態勢を

　　 整備する。

（２）経営管理委員会を設置し、コンプライアンスに関する重要事項の協議・決定やコンプライアンス態勢の実効性の検証等を行う。

（３）事業年度ごとに当行グループ全体の「コンプライアンス・プログラム」を策定し、進捗状況を管理・検証することにより、継続的なコンプライ

　　 アンス態勢の充実・強化を図る。

（４）コンプライアンスの遵守基準として「職員倫理」を制定し、全役職員に銀行の社会的使命の自覚を促し、信用保持に向けた意識づけを図る。

　　 また、法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として内部通報制度を構築する。

（５）財務報告に係る内部統制および開示統制に関する態勢を整備する。

（６）「マネー・ローンダリング／テロ資金供与等防止基本方針」を定め、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等に関与すること、

　　 または巻き込まれることを防止するための態勢を整備する。

（７）反社会的勢力に対する基本方針を定め、反社会的勢力との関係を遮断し、被害を防止するための態勢を整備する。

（８）内部統制の妥当性と有効性を監査する部門として監査部を設置し、当該部門の陣容・専門性に十分配慮した人員配置を行う。

（９）監査部は、「内部監査基本方針」に基づき、コンプライアンス態勢の適切性を検証する。また、検証結果を定期的または必要に応じて

　　 取締役会および監査等委員会に報告する。

２．取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　　（会社法施行規則第110条の4第2項第1号）

（１）取締役の職務の執行に係る情報の取扱いは、行内の各規程に従い、取締役会、常務会、経営管理委員会、ＡＬＭ委員会および四国アライア

　　 ンス推進委員会等の重要な会議の議事録、立案書、取締役を最終決裁者とする契約書類、その他取締役の職務執行に関わる書類等を適切

　　 に保存および管理（廃棄を含む）し、閲覧可能な体制を維持する。

（２）「情報資産管理基本規程」、顧客情報保護に関する規程等を制定し、法令等遵守と信用の保持のため厳正な情報管理態勢を構築する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　（会社法施行規則第110条の4第2項第2号）

（１）統一的かつ網羅的なリスク管理統括部門としてリスク統括部を設置する。

（２）リスク管理の基本である「統合的リスク管理方針」に基づき、「統合的リスク管理規程」およびリスクカテゴリーごとに「リスク管理規程」を制定

　　 し、各リスク管理部門が当該リスクを管理する。

（３）経営管理委員会およびＡＬＭ委員会を設置し、リスク管理に関する重要事項の協議・決定やリスク管理態勢の実効性の検証等を行うととも

　　 に、市場環境の変化によるリスクの変化を把握し、資産・負債の総合的管理を実施する。

（４）事業年度ごとに当行グループ全体の「リスク管理プログラム」を策定し、進捗状況を管理・検証することにより、継続的なリスク管理態勢の充

　　 実・強化を図る。

（５）「緊急事態管理規程」を制定するとともに、災害・障害等の発生時に備えて、業務継続計画を含む対応マニュアルを整備することにより、当行

　　 グループ全体で危機管理体制を構築する。

（６）監査部は、「内部監査基本方針」に基づき、リスク管理態勢の適切性を検証する。また、検証結果を定期的または必要に応じて取締役会およ

　　 び監査等委員会に報告する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　（会社法施行規則第110条の4第2項第3号）

（１）経営戦略、個別の業務戦略および各種リスク管理等に関する事項を協議する機関として、常務会、経営管理委員会、ＡＬＭ委員会、四国アラ

　　 イアンス推進委員会および経営会議を設置する。

（２）取締役会は、代表取締役およびその他の業務を執行する取締役ならびに執行役員に職務分掌に従い、職務執行を行わせる。

（３）適正な自己資本維持による健全性と株主価値向上を勘案し、当行グループ全体の経営計画および業務運営計画の策定を行う。

（４）重要な業務執行として、「取締役会規則」に付議事項を定め、これを遵守し、審議の過程においては善管注意義務および忠実義務に基づき意

　　 思決定を行うものとする。

（５）日常の職務遂行に際しては、「内規」、「職務権限規程」等に基づき権限の委譲を行い、各責任者が委譲された権限を行使し、適切に業務を

　　 遂行する。

５．当行および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　　（会社法施行規則第110条の4第2項第5号）

（１）当行は、「内部統制システム構築の基本方針」に従い、グループ全体でのガバナンス態勢、リスク管理態勢、コンプライアンス態勢を確立す

　　 る。

（２）取締役会は、当行がグループ経営を行うにあたっての基本的事項を定めた「グループ会社管理規程」を制定し、グループ連結経営の効率化と

　　 適正化を図る。

（３）当該規程に基づき、四半期ごとに子会社による業務執行状況報告会を開催し、経営内容の把握とリスク情報の共有化を行う。

（４）各子会社にコンプライアンス委員会およびコンプライアンス統括部門を設置し、コンプライアンス態勢を構築する。

（５）当行グループ内の取引は、法令、社会規範等に照らし適切な条件で行うものとする。

（６）子会社のガバナンス強化のため、当行取締役が子会社の監査役に就任する。

　　 また、業務の執行状況の適正性を監査するために監査部による監査を行う。

（７）当行と子会社との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、リスク統括部は、子会社のコンプライアンス統括部門等と十分な

　　 情報交換を行う。



（８）法令等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、各子会社に内部通報制度を構築する。

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことならびに当該使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性および当該使用人に対す

　　る指示の実効性の確保に関する事項

　　　（会社法施行規則第110条の4第1項第1号、第2号および第3号）

（１）監査等委員会の職務を補助すべき部署として監査等委員会室を設置し、専任の職員を１名以上配置する。

（２）監査等委員会室付職員の任命・異動については、監査等委員会と事前に協議する。

（３）当該職員の人事考課は、常勤監査等委員が行う。

（４）当該職員は、当行の業務執行に関わる役職を兼務せず、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行する。

７．当行および子会社の役職員が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

　　　（会社法施行規則第110条の4第1項第4号）

（１）当行および子会社の役職員は、取締役会その他の会議において業務執行状況およびその他の必要な情報提供を行う。

（２）当行および子会社の役職員は、監査等委員会に対し次に掲げる事項について速やかに報告を行う。

　　・取締役の不正の行為または法令・定款に違反する事実

　　・職員の法令違反または重大な規程違反

　　・内部通報制度の運用および通報の内容

　　・重大な顧客情報漏えい事件

　　・重大な影響の見込まれるシステムトラブル、事務事故、係争事件、大口倒産の発生

　　・内部統制システム上の重大な欠陥の発見

　　・子会社の経営に重大な影響を及ぼす可能性のある事項

　　・経営方針および経営計画に関する事項

　　・業績および業績予想その他重要な情報開示の内容

　　・重要な会計方針、会計処理・記載方法の変更

　　・その他経営に重大な影響を及ぼす可能性のある事項

（３）当行および子会社の役職員は、監査等委員会が監査に必要な決裁文書等を、常時閲覧できる体制をとる。

８．報告者が監査等委員会への報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　　　（会社法施行規則第110条の4第1項第5号）

監査等委員会に対し上記７．（２）の報告を行った当行および子会社の役職員が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けることを禁止
し、その旨を当行および子会社の役職員に周知徹底する。

９．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理

　　に係る方針に関する事項

　　　（会社法施行規則第110条の4第1項第6号）

監査等委員が監査等委員会の職務の執行について、当行に対し、会社法第399条の2第4項に基づく費用の前払等の請求をしたときは、経営統括
部において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該
費用または債務を処理する。

10．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　（会社法施行規則第110条の4第1項第7号）

（１）代表取締役は、監査等委員と定期的な意見交換を行い、意思疎通を図る。

（２）監査等委員会とリスク統括部・監査部・会計監査人が情報交換を行い、緊密に連携できる体制を構築する。

（３）監査等委員会は、監査に必要あるときは、独自に弁護士、公認会計士、コンサルタント等の専門家と契約を行うことができる。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　 当行は、コンプライアンス基本方針に「反社会的勢力とは、断固として対決する。」旨、また、反社会的勢力に対する基本方針に「反社会的勢

力とは、取引を含め一切の関係を遮断する。」旨を定めております。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

（１）反社会的勢力に対する統括部署をリスク統括部とし、営業店の支店長を反社会的勢力管理責任者と定めております。

（２）各営業店において所轄警察署への通報態勢を整備するほか、警察を始めとする外部専門機関と連携し、反社会的勢力に対応しております。

（３）反社会的勢力に関する情報の収集・管理について「反社会的勢力等対応規程」を制定し、リスク統括部にてシステム的に一元管理して

　　 おります。

（４）反社会的勢力への具体的対応について「反社会的勢力等への対応マニュアル」を制定し、本部・営業店が一体となって反社会的勢力に

　　 対応しております。

（５）各種研修等にて、全職員に「反社会的勢力等対応規程」、「反社会的勢力等への対応マニュアル」の遵守を周知徹底しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要】

１．基本姿勢

　 当行は、投資者への適時適切な会社情報の開示が健全な金融商品市場の根幹をなすものであることを十分に認識し、銀行法、金融商品取引

法その他の法令および金融商品取引所が定める有価証券上場規程に基づき、常に投資者の視点に立った迅速、正確かつ公平な会社情報の開

示に努めております。

２．会社情報の適時開示に係る社内体制

(1) 決定事実・決算に関する情報

　 決定事実に関する重要な情報および年度・中間期の決算情報につきましては、常務会に付議した後、取締役会で決定され、適時開示基準に

従って、決定後速やかに情報開示を行っております。

(2) 発生事実・四半期決算に関する情報

　 発生事実に関する重要な情報および第１・第３四半期の決算情報につきましては、本部各部、営業店および子会社から統括部署である経営統

括部に報告され、開示を要する場合は、常務会の承認後速やかに情報開示を行っております。






